
在宅治療には、自治体主導と医療機
関主導の２通りがあります。

在宅治療は自宅で行うため、患者の
保護者または同居者は表記の条件を
満たす必要があります。

在宅治療は非対面診察システム
を介して行われます。
医療従事者が患者の症状を24時
間監視し1日2回、データをシス
テムに入力します。
診察後、必要に応じて救急搬送
を手配します。
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保護者と同居者はワクチン接種の有
無により2通りに分けられます。
2回接種を完了していない保護者は追
加の隔離期間が必要となります。

隔離解除までの期間は、患者の臨床
結果により異なります。
隔離期間中に症状が現れた場合、発
症後10日以上の隔離が必要になりま
す。

セクション5では、新型コロナウ
イルスワクチンの接種方法につ
いて説明します。
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2021年12月21日現在、全人口の
81.5％が2回のワクチン接種を受けて
います。
追加接種は全人口の25.3％が受けて
います。

この表は、韓国のワクチン接種率を
ワクチンメーカー別に示しています。

韓国で接種できる新型コロナウ
イルスワクチンは4種類あります。
ファイザー製とモデルナ製は
mRNAワクチンで、アストラゼネ
カ製とジョンソン・エンド・
ジョンソン製はウイルスベク
ターワクチンです。
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新型コロナウイルス感染症に脆弱な
人々の感染と死亡を減らすため、表
記のグループをワクチン接種の対象
としています。

全市民が、新型コロナウイルスワク
チン接種の対象となりますが、妊婦
と18歳未満の子供は接種対象から除
外されます。
しかし、臨床結果によっては接種対
象になる場合があります。

ワクチン接種の対象者と接種期
間はワクチンの供給量に応じて
表に示すように、特定の順番で
実施されています。
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この表は、ワクチンの免疫効果を示
しています。
2回接種者は、新型コロナウイルス感
染症に罹りにくくなっています。

次の表は、ソウルの感染率とワクチ
ン接種率を示しています。

韓国疾病管理庁は、新型コロナ
ウイルスワクチンの接種方法に
関する情報を提供しています。
新型コロナウイルスワクチン接
種予約サイトでオンライン予約
するか、コールセンターで電話
予約を行うか、医療機関で予約
することができます。
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防疫パスは、2回目の接種後14日目か
ら、ほとんどの施設で利用すること
ができます。
新型コロナウイルスワクチン接種証
明書は、ワクチン接種支援サイトで
オンライン発行することができます。

最後に、新型コロナウイルスワク
チンの有害事象について、次の点
を強調したいと思います。
ソウル市は、韓国疾病管理庁が作
成したワクチン接種の有害事象ガ
イドラインに従って行動していま
す。

WHOは、有害事象を表記のよう
に定義しています。
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新型コロナウイルスワクチン接種の
安全管理は、図のように大きく4段階
で構成されています。

有害事象は2通りに分類することがで
きます。
一つは発熱、筋肉痛や頭痛、接種部
位の痛みなどの一般的な有害事象で
ソウルで報告された全症例の98％を
占めています。
もう一つは重篤な有害事象で、これ
はさらにいくつかの有害事象と特に
注目すべき有害事象に分けられます。

有害事象調査システムは2通りの
報告経路で運営されています。
一つは、標準診断を行う医師が
ウェブまたはFAXで新型コロナウ
イルスワクチン接種管理システ
ムに報告する経路。
もう一つは、ワクチン接種者と
その保護者が直接、有害事象を
ワクチン接種支援サイトに報告
する経路です。
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医療機関または保護者により有害事
象が報告されると、まず当該保健所
が基本調査を行います。
疫学調査後、第1・第2因果関係評価
が行われ、最終的な評価結果が韓国
疾病管理庁に通知されます。

基本調査には表記の情報を含めなけ
ればなりません。

疫学調査には表示の範囲が含ま
れます。
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因果関係評価は5つの評価基準に基づ
いて行われます。
新型コロナウイルスワクチンの有害
事象についてはデータがあまり蓄積
していないため、韓国では項目④-1
を設けています。
ギラン・バレー症候群、ITP、TTS、
心膜炎、心筋炎などが該当します。

韓国疾病管理庁は、医療費の支援を
行っています。
これにより、ワクチンとの因果関係
を確認するデータが不十分なため、
有害事象の補償対象から除外された
患者であっても、一人当たり5千万
ウォンまで医療費の支援を受けるこ
とができます。

新型コロナウイルスワクチンの重篤有
害事象の評価では、様々なデータを参
照します。
第一に、WHOの予防接種安全性調査
データ。
第二に、ワクチン接種の安全性データ。
第三に、ワクチン接種の有害事象に対
応する出来事に関する調査。
第四に、その他の専門学術誌の論文で
す。
これは、アナフィラキシーとの因果関
係を評価するアルゴリズムの例です。
現在、韓国でアナフィラキシーと認め
られるのは24時間以内に発症した症例
に限られます。
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次は、心筋炎・心膜炎との因果関係
を評価するアルゴリズムです。
現在、ソウルでは心筋炎または心膜
炎の疑いのある症例の報告が増加し
ています。
これに対処するため、国の指針に改
訂・補足が行われています

2021年11月から韓国ではコロナと共
に生きる生活様式が実施されました。
しかし、再びソーシャルディスタン
スが強化されています。
その理由は、初期のワクチン接種の
効果が弱まっているため、デルタ株
の流行が続いているため、そしてデ
ルタ株に対するワクチン効果が低下
しているためです。
韓国では、ワクチン接種反対運動も
起こっています。
現在の状況を克服するため、韓国で
はソーシャルディスタンスの強化や
ワクチン追加接種率の改善に多大な
努力が払われています。

ご清聴ありがとうございました。
ご質問や追加情報の必要がありまし
たらぜひご連絡ください。
ありがとうございました。
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質疑応答(ソウル) 

 

Q1.  

接触者追跡の手段として GPS、CCTV 等があげられているが、公衆衛生部門はその情報

をどのようにして得ているのか 

A1.  

1) 疫学的調査を行う際、新規陽性者の行動履歴が正確でない場合や、新規陽性者の認知

能力が低く移動経路がわからない場合、または新規陽性者が移動経路の報告を躊躇する

場合に GPS を利用し、集団発生に関する重要な情報を得ている。 

GPS の導入初期は、韓国疾病管理庁（KCDC）がソウル市政府からの要請事例について

GPS を使用して追跡データを提供していたが、新規陽性者数の増加を受け、事前に承認

されたソウル市職員が利用するやり方に変更された。 

 

2) CCTV は、多目的施設、学校、職場などでの濃厚接触者を正確に選別する目的で利用

される。接触による曝露リスクは、陽性患者が当該場所にいた時に接触した者を監視する

ことにより評価する。これにより、濃厚接触者は自主隔離を要請され、また PCR 検査を

受けてもらう。その他の接触者は自主隔離とはならないが、PCR 検査を受けたかどうか

を確認する。 

Q2.  

積極的監視と消極的監視の違いがよくわからないので教えてほしい。 

積極的監視は、新規陽性者を最初に確認した保健所または隔離施設が、対象者に対し定期

的に電話をかけるなどして健康管理を行うことで、消極的監視は、隔離アプリを通じて対

象者が自身の体調の変化等を報告するにとどめ、異変があれば状況を確認する、という仕

組みであっているか。 

A2.  

おおよそ、その認識どおりである。 

1) 積極的監視では、新規陽性者の濃厚接触者（家族、同僚等）が自主隔離となっている

場合、保健所担当者が新型コロナウイルス感染症に関する症状が生じていないかを 1 日

2 回確認する。この場合、当然ながら自主隔離アプリが提供される。 

現在、新規陽性者数が増えているため、ワクチン 2 回接種者に対しては積極的監視は行

っていない。 

2) 消極的監視は、陽性患者と同じ場所にいたとしても距離が離れていたか暴露時間が約

5 分と短かった場合に適用される。例えば、新規陽性者の隣りのテーブルでお茶を飲ん

だ、当該カフェから 2 メートル以上離れていた、会話が全くなかった等である。このよ



 

うな場合、接触者はインキュベーション期間（incubation period）中に陽性患者となる可

能性はほとんどないと判断され、14 日のうちに新型コロナ感染症の症状が出た場合は、

直接保健所に検査の問い合わせをする。 

Q3.  

在宅医療について、地方自治体連携型と医療機関主導型に分類しているが、両者の役割分

担や連携方法は。 

A3.  

自治体主導型とは、ソウル市 25 自治区で自治体住民の感染が確認され、在宅治療を実施

する場合の在宅治療をいう。 

自治区の在宅治療推進チームには在宅治療支援チーム、救急患者管理チーム、在宅治療管

理チームの 3 つがある。 

 

1) 在宅治療支援チームは、主に行政分野を担当する。在宅治療支援のゼネラルマネージ

ャーとしての役割を担い、予算と人材の管理、隔離管理、キット配布、物資管理、生活支

援を行う。 

2) 救急患者管理チームは、主に保健所長指揮下の医師と看護師で構成され、救急事態や

薬の配送の 24 時間サポートを行う。 

3) 在宅治療管理チームも保健所長の指揮下で活動する。救急患者管理チームによる在宅

治療者の割り当てを支援し、救急・搬送を 24 時間サポートする。 

第 2 に、これは医療機関の主導によるものではなく、自治区の保健行政機関との連携に

よるものである。具体的には、各自治区で 2～5 の医療機関が自発的に在宅看護に参加し

ている。 

 

我々の実施内容は以下の通りである。 

1) 在宅治療中の陽性患者の健康状態を 1 日 2 回監視する。 

2) 夜間は、在宅治療中の陽性患者の症状悪化に対処するため、当該患者にまず最初に電

話をかける。 

3) 患者の救急を保健所に伝え、搬送を支援する。 

4) 陽性患者に治療薬（パクスロビド）を処方し、服用できるようにする。 

5) 各種の診察を担当する。 

第 3 に、自治区の保健行政機関と自治区内の医療機関はそれぞれ別個のものであり、ツ

ートラック方式（二重のアプローチ）で隔離中の在宅治療を管理しているが、両機関はホ

ットラインを介して連携し、密接かつ組織的に働いている。言い換えれば、自治区は総合

的な行政支援を行い、医療機関は陽性患者の医療を担当していると言うことができる。 


